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Evaluating weekly sports programs, focusing  
on children’s continued participation
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Abstract: The aim of this study was to evaluate weekly sports programs with a focus on children’s 
continued participation.

The subjects were 44 boys and girls from the third to fifth grades of elementary school residing in 
Ward Z, Tokyo, who participated in a sports project held in Ward Z.

The results were as follows:
1. Attendance decreased for presentations in front of others and events that children viewed nega-

tively.
2. Some children were unable to continue participation after team changes or even single occurrences 

of trouble with other children.
3. Year-long weekly activities succeeded in securing a certain number of participants. Suggested rele-

vant factors include positive interactions among children and between children and university student 
teachers.

要旨： 本研究の目的は，子どもの継続参加に着目した週一回のスポーツプログラムについて検討する
ことである。
対象は東京都 Z区で行われているスポーツ事業に参加をした Z区在住の小学校 3年生から 5年生の
男女 44名であった。結果は以下の通りである。

1．人前で発表をすることや子どもたちが否定的に捉える種目では出席数が低下してしまった。
2．チーム変更や，たった一度の子ども同士のトラブルをきっかけに継続参加ができなくなってしま
う子どもがいた。

3．年間を通した週一回の活動においてはある一定の参加数を確保することができた。その要因には
子どもに対する指導者の肯定的なかかわり及び，子ども同士の肯定的なかかわりが関連していることが
示唆された。
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と向上傾向にはあるものの，体力水準が高かった
1985年頃に比べ依然として低い水準にある。さらに，
子どもたちが抱える具体的な問題について山本
（2007）はある部分の身体機能は優れているが，他の
部分がそうでない等，不自然な身体機能の発達がみら
れることを指摘しており，中村（2007）も子どもたち

1．緒　　言

子どもの体力低下が問題となって久しい現代におい
て，未だにその現状は打開できていない。全国体力・
運動能力，運動習慣等調査の結果（スポーツ庁，2018）
では，2008年度の調査開始以降の推移で比較をする
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2．研究の方法

2.1．期間及び対象
本研究は東京都 Z区のスポーツ事業の中で行われ
た。期間は 2018年 6月 6日から 2019年 2月 27日
の毎週水曜日に 16時から 17時までの 60分間で行わ
れ，実施場所は Z区総合スポーツセンターであった。
対象は Z区在住の小学校 3年生から 5年生までの男女
44名であり，毎回 1チーム 11人の 4チーム編成（青
チーム，桃チーム，紫チーム，黄チーム）で行った。
また，多くの子ども同士がかかわれるように小学校の
夏休みが終わった 9月 5日の活動からチーム変更を実
施した。
なお，指導者は小学校教員養成課程に所属をする大
学 3年生及び 4年生であり，毎回 4人から 5人の学生
が参加し T1と補助役にまわり指導を行った。
全 30回の活動内容については，「運動することの楽
しさを体感しながら，スポーツの素晴らしさを知って
もらうとともに，苦手な運動を克服する」などといっ
たスポーツ事業の趣旨を踏まえながら山本（2007）や
中村（2007）の指摘を参考に，限られた運動経験にな
らないよう様々な種目をそれぞれ 3回から 6回経験で
きるように組み立てた。その際，指導者が小学校教員
養成課程の大学生であることから施設の関係上可能な
範囲で小学校学習指導要領解説体育編（文部科学省，
2017）に示されている領域を取り扱った。詳細は表 1
のとおりである。
対象にしたスポーツ事業の運営方針について，Z区
と話し合いを行った結果，本研究における介入実践の
特徴は「週一回」「小学校教員養成課程の大学生が指導
者」「体育の考え方を援用」「異質集団（学校・学年・
性別）」の 4点である。

2.2．調査内容
授業の構造はその実体的要素の視点から，「教師・子
ども・教材」の「三角モデル」で捉えられるが（岩田，
2012，p. 21），本研究ではその考えを地域のスポーツ
プログラムに援用し「指導者・子ども（参加者）・ス
ポーツ」の「三角モデル」と捉え活動を進めていった。
また，子どもの継続参加に着目した週一回のスポーツ
プログラムについて検討するため，次の二点について
データを収集した。

2.2.1．出席状況
長期間のプログラムにおける子どもたちの継続参加
について検討するため出席状況の管理を行った。活動
の初めに子ども一人ひとりに出席カードを配布し，参
加をした日にはスタンプを押印していく形式でプログ

の多くが一つのスポーツしか実施していないことから
限られた動作の習得しかできていないことを指摘して
いる。
それらの問題に対して学校体育では，1998年から

「体つくり運動」が導入され，子どもたちの体力向上を
図る試みがなされているが，小学校体育の授業時間数
は多い学年で 105時間と限られている。そのため，学
校体育以外での取り組みが必要不可欠になり，運動の
習得に適しているプレゴールデンエイジやゴールデン
エイジといった時期には多様な運動経験をするための
時間や空間，仲間の提供が求められる。
そのことについて文部科学省（2012）は，「積極的
にスポーツを行わない子どもに対して魅力ある活動を
提供し，子どものスポーツ環境の充実を図るため，総
合型クラブやスポーツ少年団をはじめとした地域にお
ける子どもの多様なスポーツ機会を充実させるための
取組を推進する」などといった具体的施策を展開して
いる。また，上述した問題に関わって日本学術会議健
康・スポーツ科学分科会（2011）では，「①子どもの
正常な発育発達を促進するよう，最低限度の運動量を
確保する。②多様な動きをつくる遊び・運動・スポー
ツを積極的に行わせる。③子どもの特性に応じて運
動・スポーツを行う「場」を適正に設定する。④傷害・
疾病等の精神的・身体的健康障害の防止に配慮するこ
と」といった提言をしている。
以上を踏まえれば学校体育以外における運動習慣の
必要性は確認できたが，子どもたちに求められるプロ
グラム内容を検討する余地は残されている。こういっ
た問題意識から，中村ほか（2006）は幼児を対象に動
作プログラムを計 10回実施し動作の変容を明らかに
している。また，武長ほか（2008）も幼児を対象に計
10回のプログラムを実施し，基本動作の変容を調査し
ているが，これら二つの研究は小学生を対象にプログ
ラムの検討がされていない点に課題がみられる。続い
て川路ほか（2007）は身体能力の向上を目指した運動
プログラムを開発し，小学生を対象にその有効性を検
討しているが長期間のプログラムについては検討がな
されていない。このようにこれら三つの研究は，動作
の変容や身体能力の向上に一定の成果を生み出してい
る。しかし，幼児を対象としていたり，プログラムが
短期間であったりするため，プレゴールデンエイジや
ゴールデンエイジと言われる時期に継続参加という視
点から長期間のさらなる追証研究が必要である。
そこで，本研究は小学校 3年生から 5年生を対象に
年間 30回という長期間の活動が実施されている東京
都 Z区のスポーツ事業において介入実践を試み，子ど
もの継続参加に着目した週一回のスポーツプログラム
について検討することを目的とした。
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2.3．倫理的配慮
本研究は，日本体育大学におけるヒトを対象とした
実験等に関する倫理審査委員会の承認（承認番号第
019-H133号）を得て実施された。

3．結　　果

3.1．出席状況の結果
本研究で対象にしたZ区スポーツ事業に参加をした

子どもは 44名であり，Z区内の小学校計 12校から集
まった。小学校別の参加者の内訳を表 4に示した。C
小学校が 12名で最も多い参加数となり，次いで A小
学校と H小学校は同じく 6名ずつの参加数であった。
年間30回の活動における子どもの出席状況の推移
は図2の通りである。縦軸が子どもの出席数を示してお
り最高は 44人で，横軸は年間の活動内容を示している。
開講式から徐々に出席数に低下傾向がみられたもの
の任意での参加であるにもかかわらずほとんどの活動
において半数以上の子どもが出席をしている結果と
なった。年間 30回の活動のうち，なわとび・エアロ
ビの第 3回目の活動の出席数が 20人で最も少なく， 
次いで少ないのは陸上運動の第1回目の活動で25人で
あった。

ラムを進めた。なお，本研究では遅れて参加をした子
どもについても出席として扱った。

2.2.2．活動記録
全30回の活動の様子をデジタルビデオカメラ（SONY 

社製：FDR-ZXP35，SONY社製：HDR-CX670，SONY
社製：HDR-CX675，SONY社製：HDR-CX680）計 4台
で撮影した。その際 2台のビデオカメラとワイヤレス
マイク（SONY社製：ECM-W1R）で指導者を撮影し，
残りの 2台は固定カメラとして死角がないよう活動全
体を撮影した。さらに，長期間のプログラムにおける
プログラム内容について検討するため参与観察者が活
動中の様子や事実をフィールドノートに書き留めた。

表 1　Z区スポーツ事業年間スケジュール 表 2　Z区スポーツ事業に参加をした子どもの内訳

表 3　大学生指導者の内訳

図 1　介入実践アプローチの視点
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の試合中に同じ青チームに所属をするW児が V児に
パスし，V児がキャッチミスをする場面においてW児
は V児を指差して不満な様子を見せたり，「お前しっ
かりやれよ」などといった強い発言をしたりする場面
が見られ，その発言をきっかけに V児がセストボール
の活動に参加をしなくなってしまった事実もあった。

4．考　　察

年間を通した子どもの出席状況の推移において，最
も参加数が少ないなわとび・エアロビの第 3回目の活
動については，第 2回終了時に次回はグループで発表
を行うことを伝えていたことが関連している可能性が
ある。宮道・藤生（2018）の研究で子どもたちにとっ
て「人前での発表」は「恥ずかしさ・緊張」と関連す
ることが示されていることから，活動内容に発表を取
り入れたことにより出席数が減少したと考えられる。
さらに，次いで陸上運動の第 1回目の参加人数が少
なかった要因については，マット運動の第 3回目終了
時に次回から陸上運動を実施することを伝えると子ど
もから「サッカーをしたい」や「もう一度野球がやり
たい」などという声が聞こえてきた事実があり，久保
（2019，p. 9）が体育授業で「陸上をやるよ！」という
と，「エーッ」というブーイングが上がり，顔をしかめ

さらに，個人の出席数を見てみると全 30回の活動の
うち全ての活動に参加をした子どもはM児，N児，O
児の 3名で，出席数の低かった下位 3名は P児が 8回，
Q児が 7回，R児が 1回のみの参加であった（表 5 
参照）。

3.2．活動記録の結果
活動記録においては特筆すべき出来事が発生したセ
ストボールの結果を示す（表 6）。また，そこでの出来
事において中心人物であり，年間 30回の活動のうち 3
分の 2以上の出席率であった 5名の子ども（S児，T
児，U児，V児，W児）が在籍する桃チームと青チー
ムの結果を示す。
桃チームにおいては，セストボールの活動 2回目，3
回目及び 6回目に桃チームを担当した指導者 Xの子ど
もたちに対する肯定的なかかわりから雰囲気が良くな
りチームがまとまっていった。指導者 Xは日頃から子
どもたちに対して褒めることを意識していると話して
おり，その日の活動終了後には桃チームの子どもたちに
今日の良かった所を伝えるなどの指導場面が見られた。
青チームにおいては，U児と V児がペア練習では常
に行動を共にし，仲睦まじい様子が見られ，子ども同
士の肯定的なかかわりがあった。しかし，活動 2回目

図 2　年間 30回の活動における子どもの出席状況の推移

表 4　小学校別 Z区スポーツ事業参加者の内訳
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る子どもが多くみられ，その理由は，走・跳・投とい
う単調な運動を繰り返し練習し，能力の限界まで出す
ことが要求されることからきていると述べていること
から，本研究においても陸上運動が子どもたちから否
定的に捉えられており，個人の能力が顕著に表れる種
目を取り扱ったことが要因であると考えられる注 1)。
また，個人の出席数の結果から全ての活動に参加を
したM児，N児，O児の 3名について，M児は所属
をしている小学校が参加数の最も多いC小学校に所属
しており，活動当初から顔見知りの友だちがいたこと
で継続して参加をできたと考えられる。また，N児と
O児については所属チームが桃チームであったことか
らセストボールでの活動記録の結果からも示された通
り，指導者 Xの肯定的なかかわりやチームとしてのま
とまりから自分の居場所が形成され継続して参加がで
きたと推察される。
出席数の低かった下位 3名について，P児と Q児は

9月 5日のマット運動の第 1回目の活動を境に欠席を
していることがわかる（表 5参照）。このことについて
は，小学校の夏休みが終わってから最初の活動であり
そのタイミングでチーム変更を行ったことが要因であ
ると考えられる。P児については 9月 5日のマット運
動の活動中に順番待ちをしている際，新しく同じチー
ムになった子どもたちと口論になり泣いてしまうとい
う事実があった。一定の期間が空いたことに加えて，
チーム変更という慣れない状況がストレスになり参加
の継続ができなくなってしまったと推察できる。出席
数が 1回のみとなった R児は身長が高い 5年生の女子
児童であった。基礎運動能力テストに出席をしたもの
の活動内容が基礎的な運動であったため，必要感が感
じられず参加をやめたことが考えられるが，このこと
については更なる検討が必要である。
セストボールにおける活動記録の結果から，S児，T
児，U児，V児について，桃チームでは指導者から子
どもに対する肯定的なかかわりがあり，青チームにお
いては子ども同士の肯定的なかかわりがあった。内発
的動機づけに関わる運動有能感の 3つの因子には，運
動場面で教師や仲間から受け入れられているという
「受容感」が含まれており（岡澤ほか，1996），その中
でも杉原（2003，p. 85）によれば子どもは運動学習指
導のフィードバックとして，誉め言葉が与えられると
運動有能感が高まり内発的に強く動機づけられると報
告されている。このことから，本研究においても他者
との肯定的なかかわりが子ども一人ひとりの居場所を
形成していったと考えられる。しかし，子ども同士の
かかわりにおいては試合中の発言などをきっかけに活
動に参加をしなくなってしまうなど，悪影響を及ぼす
可能性があり，週一回のスポーツプログラムにおいて

表
5　
下
位

3
名
の
出
席
状
況
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のと推察できるが，精緻な分析については今後の課
題としたい。
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は子ども同士の人間関係に細心の注意を払う必要があ
るといえる。

5．ま と め

本研究の目的は，東京都 Z区で実施されているス
ポーツ事業に参加をした小学校 3年生から 5年生の男
女 44名を対象に，子どもの継続参加に着目した週一
回のスポーツプログラムについて検討することであっ
た。その結果，「指導者・子ども（参加者）・スポーツ」
の視点から以下の 3点が示唆された。
（1）スポーツの視点から，人前で発表をすることや
子どもから否定的に捉えられる種目では出席数が低下
してしまうということが明らかになり，活動内容や取
り扱う種目についてはよく吟味する必要があること。
（2）子ども（参加者）の視点から，チーム変更や
たった一度の子ども同士のトラブルをきっかけに今ま
で参加をしていた子どもでも継続参加ができなくなっ
てしまうという事実があり，子ども同士の人間関係に
ついては特に配慮する必要があること。
（3）指導者の視点から，年間を通した週一回の活動
においては子どもに対する指導者の肯定的なかかわり
及び，子ども同士の肯定的なかかわりによってある一
定の参加数を確保することができ，そういったかかわ
りが子どもたちにとってスポーツプログラムを継続す
るための要因になる可能性があること。
最後に本研究では，子どもの継続参加に着目した週
一回のスポーツプログラムについて検討するために，
先行研究の知見を踏まえ，子どもたちが様々な運動経
験ができるように活動を行ったが子どもの運動能力へ
の影響を検討することはできなかった。以上が今後の
研究課題であるが，本研究は一つの事例であり今後さ
らなる追従研究が必要になることは確かである。
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7．注
注 1） 当該の減少日は，運動会，遠足，宿泊行事等の学校

行事と重なった場合に参加者が少なくなる傾向が
あると思われる。そこで筆者らは可能な範囲で各学
校の年間行事を確認した。その結果，10月及び 12
月に運動会や宿泊行事があった小学校は 5校で
あったが，本実践の日程と重なっているかまでは確
認できなかった。しかし，学校行事による事前の欠
席連絡は受けていない。そのことによりスポーツ事
業の出席数と学校行事に大きな因果関係はないも


